
産　　　業　　　構　　　造

１．決算収支の状況 （千円）

２．健全化判断比率 （％） ３．有形固定資産減価償却率(％)

４．決算分析指数等（平成30年度） （千円･%） ７．市町村税の状況（平成30年度）（千円･%）
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６．公営事業の状況（平成30年度）

人

6

- - -

市 場 - - -職 員 数
人

11

介護施設
（非適）

観光その他 - - -

被 保 険 者 １ 人
当 り 費 用

円

512,879 駐車場 - - -

被保険者１人当り
保 険 税 等 調 定 額

円

134,273

宅地造成 42 30,000 -

被保険者数
人

職 員 数
人

１ 世 帯 当 り
保 険 税 等 調 定 額

円

219,291

9,621 -
集落排水

収 　　 　支
千円

簡易水道 - - -
208,368

職 　員 　数
人 公　　共

下 水 道
273,986 532,182 5

29

▲3,170 75,335 1

加入世帯数
世帯

収 支
千円

被保険者数
人

5,891 - 6,345

収 支
千円 うち 千円

職 　員 　数
人

82,705 施 設 整 備 費 - 2

-
保 険 給 付 費 3,353,948 医 業 費 - 広域連合納付金 543,243 保険給付費 3,499,201

千円うち うち 千円 介護施設
（法適）

- -
うち 千円 うち 千円

歳 出
千円

歳 出
千円

歳 出
千円

4,934,410 - 574,069
-

73,541

-
4,072,391

2病 院 0

介護保険事業会計
事業名 収支額

普通会計か
らの繰入金

職員数

上水道
千円 千円

歳　　　　出
千円

ガ ス -

（保険事業勘定）

繰　 入 　金 590,741

うち普通会計からの

千円千円

歳 　　　入

繰 入 金 339,842 繰 入 金 - 繰 入 金

千円

107,428

千円

（事業勘定） （直診勘定）

うち普通会計からのうち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円

歳 入
千円

歳 入
千円

歳 入

99.3 99.5

滞繰分

計

徴

収

率

市
町
村
民
税

現年分

5,017,115 - 588,760 4,280,759 151,329 4,540

国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計
後期高齢者医療事業会計

現年分

315 43.8
滞繰分 22.8 滞繰分 22.0

26.4.1 661 技能労務職員 10 2,929
％

8,526,694

副議長 31.1.1 380
合　計

議　長 31.1.1 430 臨時職員 - -

417 131,275
議　員 31.1.1 350

合

計

現年分-
％ 固

定
資
産
税計 97.2 計 97.7

-

##

0

合　　　　計 8,286,639 100.0 0.2##

消防職員 - - -

132,016

旧法による税 - - - --

293 47.5教育長

812 352 111,970 318 41.8 -

298 36.8
都　市
計画税 - - -

-

721 教育公務員 -16,376

- - -

副市町長 26.4.1

市町長 26.4.1
千円

一般職員
人 千円

- - -
千円 歳 事業所

税目的税

入湯税

31年4月分
給料総額

１人当り
平　　均
給料月額

平均
年令

55

特  別  職  等 一　　般　　職　　員　　等 法定普通税計

- -

132,016

区　分
改定実施
年月日

報酬
月額

区　分 職員数

8,286,639 0.2 8,526,694

-

法定外普通税 - -

- - - -

取得分 - - - -

地 方 債 現 在 高 26,167,879 債務負担行為額 11,171,291 特　別
土　地
保有税

保有分

-

在高 その他特定目的基金 666,375 地方債現在高比率 214.0

土地開発基金現在高 60,000 た ば こ 税 284,136

鉱 産 税 - - - -

▲1.5 281,985 -

132,754 3.4 135,201

財政力指数
28.29.30
3カ年平均 0.838 固定資

産  税

純固定
資産税

金現 減 債 基 金 274,781 積立金現在高比率 21.8 軽自動車税

4,034,036 0.6 3,986,187 -

-積立 財政調整基金 1,726,346 交付金 15,804 0.0 15,804

基 準 財 政 収 入 額 7,577,762 減収補塡債特例分・臨財債を経

常 一 般 財 源 か ら 除 い た 率 98.9 市町村
民  税

個人分 2,900,594 1.3 2,895,562

基 準 財 政 需 要 額 9,046,239 法人分 919,315 ▲4.7 1,211,955 132,016

税　　目 収入済額 増減率
基準
税額

-

×
100
75

標 準 税 率
超 過 収 入
済 額

-

平成29年度 - -

うち臨時財政対策債
発行可能額 566,020 経 常 収 支 比 率 93.3

構成
比

標 準 財 政 規 模 12,228,670 実 質 収 支 比 率 3.9

12.9 104.1 H30.3.31 47.8

平成30年度 - - 16.4 9.7 9.6 11.8 56.7 H31.3.31

将来負担比率

平成27年度 24,803,697 24,260,197 543,500 41,299 502,201

時点年　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率
一般会計等
財務書類28．29．30単年度 ３カ年平均

265,017 - 26,830 127,322410,775

51,962

実質公債費比率

▲110,865

繰上償還金
積　立　金
取  崩  額

実質単年度
収　　　支

実質収支

508,916 - - 560,878

600,000 ▲324,184

255,127 - 590,204 ▲315,638521,640 19,439

481,013 70,238 205,578 -

58.8%

13,883人

56.0%

8,554人

区　　分

増加率 ▲0.1％

第 １ 次 第 ２ 次

3.7% 35.3%

住民
登録

31.1.1 51,096人
近畿圏都市計画区域

歳入総額 積 立 金単年度収支

第 ３ 次

27年 49,889人 23,365人 80.14k㎡ 623人

就業
人口

22年
国調

914人 8,761人

27年
国調

861人 14,314人

30.1.1 51,097人 3.5% 35.1%

歳出総額

平成28年度 21,012,788 20,478,039 534,749 13,109

平成29年度 20,729,782 20,299,016 430,766 19,991

平成30年度 19,935,402 19,406,748 528,654 47,641

歳入歳出
差引額

翌年度へ繰越
す べ き 財 源年  度

市町名 野洲市 市町コード 252107 市町類型 Ｉ-2

人　　　  口 人口集中地区人口 面　 積
(H30.10.1現在)

人口密度

国勢
調査

22年 49,955人 23,313人

特　定　地　域　等　の　状　況



８.財政構造の状況

増減率 増減率
(B)-(A)

(A) (B) (A)

8,268,190 39.9 3.5 8,286,639 41.6 0.2 8,286,639

142,839 0.7 0.4 145,285 0.7 1.7 145,285

14,292 0.1 37.5 14,829 0.1 3.8 14,829

34,737 0.2 36.0 29,209 0.1 ▲15.9 29,209

42,149 0.2 156.1 27,023 0.1 ▲35.9 27,023

837,021 4.0 5.2 927,007 4.7 10.8 927,007

- - - - - - -

- - - - - - -

52,842 0.3 33.4 58,489 0.3 10.7 58,489

42,404 0.2 6.8 48,490 0.2 14.4 48,490

2,441,290 11.8 10.3 2,212,217 11.1 ▲9.4 2,212,217

7,198 0.0 ▲4.6 6,134 0.0 ▲14.8 6,134

11,882,962 57.3 5.4 11,755,322 59.0 ▲1.1 11,755,322

467,464 2.3 3.0 470,475 2.4 0.6 2,522

675,537 3.3 1.2 687,827 3.5 1.8 28,844

2,222,743 10.7 ▲16.2 2,115,887 10.6 ▲4.8 28,404

- - - - - - -

1,270,390 6.1 6.6 1,318,650 6.6 3.8 -

1,281,031 6.2 625.1 165,299 0.8 ▲87.1 38,019

1,773 0.0 ▲33.0 718 0.0 ▲59.5 -

639,781 3.1 ▲52.8 1,062,715 5.3 66.1 660,045

534,749 2.6 ▲1.6 430,766 2.2 ▲19.4 430,766

345,141 1.7 ▲2.4 453,223 2.3 31.3 225,904

1,408,211 6.8 ▲39.8 1,474,520 7.4 4.7 684,020

- - 皆減 118,000 0.6 皆増 118,000

784,511 3.8 169.7 566,020 2.8 ▲27.9 566,020

(ｱ) 20,729,782 100.0 ▲1.3 19,935,402 100.0 ▲3.8 13,853,846 (ｷ)

(ｲ) 3,710,711 18.3 ▲1.0 3,832,473 19.7 3.3 3,418,479 24.7

3,903,054 19.2 5.4 3,878,505 20.0 ▲0.6 1,168,169 8.4

3,415,324 16.8 13.0 2,597,113 13.4 ▲24.0 2,451,807 17.7

3,414,773 16.8 13.0 2,596,648 13.4 ▲24.0 2,451,342 17.7

551 0.0 ▲27.9 465 0.0 ▲15.6 465 0.0

11,029,089 54.3 5.3 10,308,091 53.1 ▲6.5 7,038,455 50.8 (ｸ)

3,429,149 16.9 3.4 3,437,302 17.7 0.2 2,195,604 15.8

90,565 0.4 32.2 80,801 0.4 ▲10.8 69,347 0.5

2,199,106 10.8 35.6 2,145,154 11.1 ▲2.5 1,860,950 13.4

728,191 3.6 ▲2.5 726,754 3.7 ▲0.2 726,754 5.2

5,718,820 28.2 14.2 5,663,257 29.2 ▲1.0 4,125,901 29.8 (ｹ)

1,488,352 7.3 ▲35.3 1,516,160 7.8 1.9 1,275,159 9.2 (ｺ)

125,103 0.6 2,506.3 215,818 1.1 72.5 214,818 1.6 (ｻ)

(ｼ)

18,695,379 92.1 3.5 18,008,805 92.8 ▲3.7 12,955,030 93.5

1,603,637 7.9 ▲33.8 1,397,943 7.2 ▲12.8 370,162 2.7

291,633 1.4 ▲74.3 158,368 0.8 ▲45.7 19,415 0.1

1,295,269 6.4 5.7 1,235,027 6.4 ▲4.7 349,999 2.5

16,735 0.1 ▲30.8 4,548 0.0 ▲72.8 748 0.0

- - 皆減 - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

1,603,637 7.9 ▲33.8 1,397,943 7.2 ▲12.8 370,162 2.7 (ｴ)

20,299,016 100.0 ▲0.9 19,406,748 100.0 ▲4.4 13,325,192 96.2
6.2

26.5

同級団体負担金 うち補助 -

普通建設 83,369

( ｳ )+( ｵ )( ｶ )
普 通 建 設 事 業 費 の
財 源 充 当 比 率 (%)

-

-

失 業 対 策 失業対策

計 (ｵ) 計 83,369

56.5
歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ） 430,766 ▲19.4 528,654 22.7 528,654

20.2 2.3 3,501,848 25.3 国･県支出金

地   方   債
3.8 税        等

うち人件費 (ｲ) + (ｴ) 3,828,680 18.9 0.1

(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)

3,915,842

前年度繰上充用金 -

単 独 事 業 費 支 弁 に 係 る
職 員 の 人 件 費

計 (ｳ) 経常余剰額 (ｷ)-(ｼ)

受 託 事 業 うち単独 83,369

投

資

的

経

費

普 通 建 設 130,004

内
　
　
　
訳

補 助 経常収支比率 93.3%

災 害 復 旧 災害復旧

国直轄・
県営事業負担金

歳出合計

繰 出 金 1,233,022 10.7

投資･出資･貸付金 91,172 0.8

1.6

- - - - 11,357,050- - -

積 立 金 334,015 1.6 23.2 305,479 ▲8.5 300,697 2.2 経常一般財源充当額

補 助 費 等 1,071,240 9.3
う ち 一 部 事 務 組 合
に 対 す る も の 697,060 6.1

（小　　　計） 3,036,583 26.4

（小　　　計） 6,996,273 60.9

物 件 費 1,920,446 16.7

維 持 補 修 費 44,897 0.4

内

訳

元 利 償 還 金 2,451,342 21.3

一 時 借 入 利 子 465 0.0

小　　　　　計 11,439,728

人 件 費 3,398,907 29.6

扶 助 費 1,145,559 10.0

公 債 費 2,451,807 21.3

使 用 料 ･ 手 数 料 23,300

国 庫 支 出 金 -

-

ゴルフ場利用税交付金

うち臨時財政対策債 -

歳入合計 11,487,054

特別地方消費税交付金

145,285

地方特例交付金等 48,490

配 当 割 交 付 金 29,209

株式等譲渡所得割交付金

交通安全対策交付金 6,134

分 担 金 ･ 負 担 金 -

23,521

寄 附 金 -

繰 入 金 -

繰 越 金

国 有 提 供 交 付 金

利 子 割 交 付 金 14,829

地 方 交 付 税 1,896,623

地方消費税交付金

自動車取得税交付金 58,489

27,023

927,007

諸 収 入 505

地 方 債 -

うち減収補塡債特例分 -

地 方 譲 与 税

-

-

野洲市

(千円･%)

区　　  分

平 成 ２９ 年 度 平　　成　　３　０　　年　　度

決 算 額
構成
比

決 算 額
構成
比

経常一
般財源
充当率対前

年度

一般財源
充当
率

う ち 経 常
一 般 財 源

Ｉ-2

市 町 村 税 8,286,639

-

県 支 出 金 -

財 産 収 入


